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の他の専門能力を研修や O. J. T（On the JOB Training）によって高めたプロ
パー職員との職務上の連携を強化することにより、組織全体としての人的能力
のアップにつなげることができるのである。
この点、法曹有資格者としては、「わざわざ地方公務員になるために司法試
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義』62号（2011年）10頁
(82) 植村哲「地方公共団体における法曹有資格者の活用」『法律のひろば』62巻	号
（2009年）43頁
(83) 自治体における行政執行過程の課題と実効性の確保については、北村喜宣『行政法の
実効性確保』（有斐閣、2008年）312頁以下、三好規正「地方公共団体における法執行の
実効性確保についての考察」『山梨学院大学法学論集』第61号（2008年）205頁以下、三
好・前掲注（63）354頁以下参照。また、西津政信『行政規制執行改革論』（信山社、
2012年）99頁〜100頁は、行政部内の執行体制の拡充強化のため、法律専門職として、
法科大学院を修了し司法試験に合格した法務博士を採用して行政強制制度の企画立案や
制度運用の指揮監督に従事させることが有益とする。
験に合格したわけではない」という意識を払拭し難いことも事実ではあるが、
そもそも会社や役所などの組織内弁護士（インハウスロイヤー）の需要増をも
踏まえた法曹人口増員
(84)
なのであるから、裁判官、検察官への任官者以外の全て
が弁護士として就職できると考えることに無理がある。むしろ、一定年限を自
治体職員として勤務しつつ、環境、まちづくり、情報公開など各種行政分野に
関連する行政事件訴訟や国家賠償訴訟を組織の中で遂行した後、人脈を形成し
て再び弁護士業務に携わるメリットは決して小さくないように思われる
(85)
。
この他、財務会計部門や情報処理部門などを中心とした中途採用枠の拡大な
どを通じて、民間組織との流動性、互換性の高い「開放型」組織への転換
(86)
を
図ることが望まれる。
⑶ 都道府県の組織風土改革と職員の意識改革
これまでの都道府県の組織は、高倍率の採用試験に合格した者から構成され
ており、他にこれといった大企業のない地方の県においては、県職員は、かな
りプレステージの高い職業と目されおり、採用されるためには、相当の高倍率
の地方公務員上級職試験に合格しなければならない。しかし、このような組織
の閉鎖性こそが、職員の思考の硬直性をもたらし、本来の顧客であるはずの県
民ではなく、霞ヶ関の中央省庁や庁内の上司、さらには特定の有力議員の方を
向いて仕事をする思考回路を容易に身につけてしまう要因となる。とりわけ、
独断専横的な知事の下で顕著な傾向であるが、ボトムアップにより政策立案を
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(84) 司法制度改革により、司法試験合格者数は毎年2,000人程度（2011年度：2,063人、
2010年度：2,074人、2009年度：2,043人、2008年度：2,065人）で推移しており、2011
年度合格率は23.5％となる。合格者数500人〜1,400人程度、合格率〜％で推移して
いた旧司法試験当時に比べると格段に法曹有資格者数が増加している。
(85) 巴山勝旭「任期付公務員としての活動（）任期付公務員として大阪市人事委員会に
勤務して」『自由と正義』62号（2011年）25頁は、弁護士が公務員として活動すること
について、組織の中で仕事を進める経験を積み交流を拡大できるという弁護士自身の意
義と、職場に弁護士がいることによる自治体にとっての意義を強調する。
(86) 新藤宗幸『概説 日本の公共政策』（東京大学出版会、2004年）260頁
行うという庁内土壌が培われず、政策立案能力よりも、絶対的権力者である知
事の意向を忖度して組織を運営する「能力」が偏重されがちである。県政批判
が一切許されず、「もの言えば唇寒し」といった風潮の蔓延する組織風土の下
では、補助機関である職員への権限委譲がほとんど行われないことから、些事
にわたるまで諸事項を知事に報告し、「お伺い」をたてるという庁内意思決定
システムが当然のものとなる。そして、住民のために最適な政策を考えること
よりも、保身のための「ことなかれ主義」がもたらされてしまうのである
(87)
。そ
もそも、政策の立案は現状における問題点の分析から始まるものである以上、
現県政下での政策体系に対する客観的、時には批判的検証という側面を必然的
に伴うものであることはいうまでもない。
県庁組織を住民目線の開放型の組織に改革していくためには、職員が地域の
フィールドに出て行って住民と交流を行うことから始めるべきである
(88)
。
これからの分権型社会における首長の望ましい役割は、時宜を得た理論的に
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(87) 筆者がかつて勤務していた愛媛県の場合、新人同士の「保革一騎打ち」の選挙戦を制
した知事（1971年〜1987年）及びその後継知事（1987年〜1999年）の任期当時、内部に
おいては、抑圧的な減点主義人事と形式主義、対外的には、市町村に対する権威主義的
姿勢が際立っていた。また、最高裁で違憲判決（最大判平成年月日民集51巻号
1673頁）が下された靖国神社・県護国神社に対する玉串料の公費支出など、コンプライ
アンス面でも問題が残された。圧倒的多数を占める議会の与党会派が知事に追従すると
いう当時の政治構造は二元代表制のチェック・アンド・バランスを没却するものであっ
たといえる。情報化と価値観の多様化の進んだ現在において同様に考えることはできな
いものの、首長の政治的スタンスと議会の対応次第では、これからも、どの自治体にお
いても類似する状況が出現しうる可能性は否定できないと思われる。戦後の愛媛県政と
知事選挙については、石田典生『夢のあとさき 混迷の愛媛県知事選挙の遺したもの』
（葉文館出版、1999年）参照。
(88) 滋賀県では、2006年の嘉田知事就任後、新採職員が地域を訪問し、住民とともに体験
活動などを行う「近江地元学研修」を実施している。これは、地域において「住民とと
もに悩み、ともに怒り、ともに喜ぶ感情を常に持ち続けることで、机上論ではなく、現
実的妥当性のある政策を生み出せる」ことを目指すものである。嘉田由紀子『知事は何
ができるのか─「日本病」の治療は地域から』（風媒社、2012年）270頁参照
もまっとうな政策を立案し、推進するための庁内風土づくりにリーダーシップ
を発揮し、これを推進することにあるといえる。そして、その首長を支える補
助機関としての職員が有効で効率的な政策原案をボトムアップし、首長が適切
に最終判断を行うという連携プレーが何よりも重要である
(89)
。
次に、市町村職員との関係については、都道府県職員は、市町村職員から
「現場を知らないで高圧的に口出しをしてくる」と批判されることがあるよう
に、住民との折衝や地域情報の調査なども市町村任せということが、少なくな
かった。しかし、今後、市町村への支援・補完など緊密な連携を進めるために
は、都道府県職員、とりわけ出先機関の職員の第一線業務におけるノウハウの
蓄積を進めることが不可欠となる。
また、近年進められている都道府県から市町村への権限移譲についても、事
務が増加するにもかかわらず、財源の裏付けを伴っていないことに対する不満
も少なくない。したがって、市町村に対し、財源委譲と同時に職員出向の拡大
による人材確保を図ることにより、人的、物的、財政的支援を強化することが
求められる。当然、このためには、市町村出向を前提とした定員管理システム
が不可欠となることから、単純に職員数を削減しさえすればよいという行革至
上的な発想を転換する必要がある。このためには、都道府県の出先機関（福
祉、土木、農林などの各行政分野別の組織としている自治体と地方振興局、地
方局等と称される総合出先機関としている自治体がある）に思い切って権限と
予算を委譲し、出先機関管内の市町村と県とが地域づくり施策を共同で策定
し、実施できる体制の強化を図るべきである
(90)
。
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(89) 阿部泰隆『政策法学と自治条例』（信山社、1999年）250頁は、「上司は、頑張った職
員が浮いてしまうことのないように、職員のやる気を育ててほしいと思います。首長が
しっかりすれば、役人など、すぐ変わるはずです。」と述べている。
(90) 長野県における小規模市町村に対する県の人的、財政的支援プログラムについては、
森裕之「小規模自治体と県の役割─長野県を例にして」村上博・自治体問題研究所編
『地域と自治体第33集 都道府県は時代遅れになったのか？─都道府県の役割を再確認
する』（自治体問題研究所、2010年）163頁以下
むすびに代えて
明治以降の近代化さらには戦災復興から高度経済成長に至る、欧米へのキャ
ッチアップを目標としていた時代と異なり、価値観の多様化と少子高齢化が進
むこれからの時代は、地域住民が生活者としての総合的視点に立ち、自主的に
政策決定に参画することが不可欠となる。このような中にあって、制度疲労を
起こしている中央集権的政治行政システムに代替しうる地域協働型の地方政府
の確立は急務である。他方、分権に伴う自治体の自己決定権限の拡大は責任の
拡大をも意味しており、自治体職員にとって決して平穏な職業生活を保障する
ものとはいえない。このような時代にあって都道府県は、国との結節点として
の機能だけではなく、市町村や住民と対等のパートナーシップの下、先端の民
間企業に負けない人的資源を擁する、「地方政府」とよぶにふさわしい政策主
体へと自己変革していくことが求められるのである。
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